
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)

兵庫県 播磨町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

33,876
9.09

10,159,341
9,496,967
559,337

人(H18.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.80]

類似団体内順位

[ 28/132 ]

全国市町村平均

0.52
兵庫県市町村平均

0.62

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

0.24

1.73

0.70

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値 0.80 播磨町の比率
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [95,986円]
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定員管理の適正度
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実質公債費比率 [10.4%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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   （国との比較）
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類似団体平均

播磨町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
≪財政力指数≫　現行数値の要因としては、工業専用の人口島を有し、かつ総面積が他団体と比較し狭小であ
　　　ることが挙げられる。町税収入のうち、法人住民税については回復基調にあるものの、固定資産税については
　　　引き続き減少傾向にあり、当該指数も平成７年度から毎年低下している。
≪経常収支比率≫ 　類似団体平均と比較し低率であるが、支出側の公債費や繰出金が増加しているものの、収
　　　入側の町税や地方譲与税も増加したことから比率としては、前年度より１．１ポイント減少し好転している。
　　　今後も行政改革集中改革プランでの取組みを通じて引き続き財政健全化に努める。
≪人口１人当たり人件費・物件費等決算額≫ 　類似団体平均と比較して低額となっている要因として、し尿
　　　処理業務や粗大ごみ処理業務、消防業務を一部事務組合等で実施していることが挙げられる。今後も引き続き、
　　　これら一部事務組合等への負担金も含めコスト低減となるよう見直しを継続する。
≪ラスパイレス指数≫ 　類似団体平均と比較し高率であるが、前年度より０．３ポイント減少している。今後も引き
　　　続き新給与制度のもと、定員管理の適正化ともあわせ上昇を抑制し、現行水準維持に努める。

≪人口１人当たり地方債残高≫ 　昭和の人口急増時に借入れた教育施設関係の返済がほぼ終了するとともに、
　　　その他の都市基盤施設の整備も一段落した中で、今後の残高推移は減少が見込まれる。ただし、近年の減税や
　　　地方交付税不足を補うための借入や、公共施設の更新、少子高齢化などの新たな行政需要に係る借入見込に対
　　　して、今後も中長期の収支見込等を考慮しながら適切な財政運営に努める。
≪実質公債費比率≫ 　主要公共施設整備や都市基盤整備が一段落した中で、残された主要事業や既存施設の
　　　更新事業に対しては、適切な取捨選択や有利な起債選択などにより、将来の借金返済を見据えた起債管理を実
　　　行し、公債費抑制に努める。
≪人口１０００人当たり職員数≫ 　全国・県下・類似団体と比較し少人数であるが、事務事業の整理合理化をさ
　　　らに推進し、全国的にも小さな経営規模である特徴点に見合った定数管理を継続し、職員数を平成１７年度の
　　　１９５人から平成２１年度で１７１人以下とする定員適正化計画に掲げる目標達成に努める。


